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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 使途指定のない寄附金の受入れ事務 

個人情報取扱事務の目的 寄附者からの書面による申出により、内容確認を行う。 

根拠法令等 本人確認に必要な事項 

個人情報の対象者の範囲 使途指定のない寄附金の寄附者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県行政改革・地方分権推進委員会の設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 本県の行政改革及び地方分権の推進 

根拠法令等 愛媛県行政改革・地方分権推進委員会規程 

個人情報の対象者の範囲 委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 パブリック・コメント事務 

個人情報取扱事務の目的 

匿名にした場合、適切でない意見や集団票のような偏った意

見が提出されるおそれがあるため、これを防ぐことを目的と

している。 

根拠法令等 パブリック・コメント制度の実施に関する要綱第5条 

個人情報の対象者の範囲 意見提出者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



4 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 全庁 

個人情報取扱事務の名称 審議会委員等選任・改善事務 

個人情報取扱事務の目的 審議会等の見直し事務を行うため 

根拠法令等 審議会等の設置及び運営に関する委員等名簿管理要綱 

個人情報の対象者の範囲 審議会委員等選任者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 審議会委員等管理簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県出資法人経営評価専門委員会設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
本県が出資をしている法人の経営改善や効率的な運営及び委

員会の選任見直しのため。 

根拠法令等 愛媛県出資法人経営評価専門委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 包括外部監査契約事務 

個人情報取扱事務の目的 
公認会計士等資格を有する者と毎会計年度締結するものとさ

れている包括外部監査契約の相手方を選考するため 

根拠法令等 地方自治法第252条の36第１項 

個人情報の対象者の範囲 
法に定める資格要件を満たすもの（公認会計士、弁護士、税

理士等） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（禁治産

者等でないこと） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（   ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 包括外部監査契約）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



7 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県行政不服審査会運営事務（委員） 

個人情報取扱事務の目的 

行政不服審査法に基づき審査請求について諮問を受け、答申

を行う審査会の委員を選任し、円滑な運営を行うとともに、

県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑

に実施するため。 

根拠法令等 
行政不服審査法 

愛媛県行政不服審査会条例 

個人情報の対象者の範囲 委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（公職等

就任状況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（    ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県行政不服審査会運営事務（審査関係人） 

個人情報取扱事務の目的 
行政不服審査法に基づき、当審査会が諮問を受けた審査請求

についての調査審議を円滑に実施するため。 

根拠法令等 
行政不服審査法 

愛媛県行政不服審査会条例 

個人情報の対象者の範囲 審査関係人（審査請求人、参加人）等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 ☑その他（審査請

求書等の提出資料に記載されている個人情報に該当する記録

全般） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（    ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 低入札価格審査会事務 

個人情報取扱事務の目的 

県工事の競争入札における低価格による入札に関し、当該入

札価格による契約の締結の可否について審査を行うととも

に、県が行う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを

円滑に実施するため。 

根拠法令等 低入札価格審査会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 審査会委員（学識経験者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



10 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 入札監視委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

県の入札及び契約手続きに関し、その過程及び内容について

審査を行うとともに、県が行う「審議会等の見直し方針」等

に基づく見直しを円滑に実施するため。 

根拠法令等 愛媛県入札監視委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 審査会委員（学識経験者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 総合評価審査委員事務 

個人情報取扱事務の目的 
総合評価落札方式により落札者を決定するに当たり、学識経

験者の意見を聴くため。 

根拠法令等 愛媛県建設工事総合評価審査委員設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 委員（学識経験者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 行政経営課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県新建設事業総合管理システム調達業務審査委員会事務 

個人情報取扱事務の目的 

新建設事業総合管理システムの調達にあたり、事務の公平

性・透明性を高め、最適な事業者を選定する必要があること

から、学識経験者の意見を聴くため。 

根拠法令等 
愛媛県新建設事業総合管理システム調達業務審査委員会設置

要綱 

個人情報の対象者の範囲 審査会委員（学識経験者） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 行政経営課 

保 有 
行政経営課、土木管理課、所管する各地方局（支

局）総務県民課（室）・建設部・土木事務所 

個人情報取扱事務の名称 建設工事入札参加資格審査事務 

個人情報取扱事務の目的 建設工事入札参加資格申請に基づく格付けの実施及び公表 

根拠法令等 愛媛県建設工事請負業者選定要領第２条、第３条 

個人情報の対象者の範囲 申請者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（    ） 

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 普通財産管理事務 

個人情報取扱事務の目的 境界の確認等普通財産の管理を適正に行うため 

根拠法令等 
愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第10条、第13

条 

個人情報の対象者の範囲 普通財産の隣接地の所有者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 普通財産処分事務 

個人情報取扱事務の目的 普通財産の売却等による処分を行うため 

根拠法令等 
愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第32条、第34

条 

個人情報の対象者の範囲 普通財産の買受者及び当該普通財産の隣接地の所有者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 地積測量等） □無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 財産活用推進課 

個人情報取扱事務の名称 普通財産の売却に係る一般競争入札参加資格審査事務 

個人情報取扱事務の目的 
普通財産の売却に係る一般競争入札参加者の資格審査のため 

（普通財産の売却からの暴力団員等の排除） 

根拠法令等 
愛媛県土地等の売払いに係る暴力団排除措置要綱第４条、第

５条 

個人情報の対象者の範囲 普通財産の売却に係る一般競争入札参加申込者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 各課 

個人情報取扱事務の名称 普通財産貸付業務 

個人情報取扱事務の目的 普通財産の貸付けを行うため 

根拠法令等 
愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第22条～第27

条 

個人情報の対象者の範囲 普通財産の貸付対象者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容  ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 財産活用推進課 

個人情報取扱事務の名称 
本庁舎等管理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
本庁舎等の犯罪防止や施設管理等 

 

根拠法令等 
本庁舎等における防犯カメラシステムの運用に関する要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
来庁者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（個人画像）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



19 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財産活用推進課 

保 有 財産活用推進課 

個人情報取扱事務の名称 
本庁舎電話交換機管理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
電話応対に係る県民サービスの向上及び業務の効率化 

 

根拠法令等 
本庁舎電話交換機録音装置運用要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
本庁舎電話交換機を介して通話を行う者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（通話内

容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



20 

 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県職員（選考職）採用試験事務 

個人情報取扱事務の目的 職員採用試験 

根拠法令等 職員の採用及び昇任に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 受験者全員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（自己紹

介） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課、各地方局総務県民課及び各支局総務県民室 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県会計年度任用職員採用試験事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県会計年度任用職員の採用試験及び採用事務 

根拠法令等 地方公務員法第22条の２ 

個人情報の対象者の範囲 受験者全員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課及び非常勤職員の所属機関 

保 有 人事課及び非常勤職員の所属機関 

個人情報取扱事務の名称 非常勤職員委嘱事務 

個人情報取扱事務の目的 非常勤職員の委嘱 

根拠法令等 地方公務員法第３条第３項第３号 

個人情報の対象者の範囲 候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □その他

（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等によ

り行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



23 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県特別職報酬等審議会関係事務 

個人情報取扱事務の目的 愛媛県特別職報酬等審議会委員の選任及び就任後の連絡調整 

根拠法令等 愛媛県特別職報酬等審議会条例 

個人情報の対象者の範囲 委員（会長1名、委員9名） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２・３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課、不当要求行為等を受けた各課 

個人情報取扱事務の名称 不当要求行為等防止対策事務 

個人情報取扱事務の目的 
不当要求行為等を受けた対策班内部での活用並びに他の対策

班及び警察への連絡 

根拠法令等 愛媛県不当要求行為等防止対策要綱 等 

個人情報の対象者の範囲 不当要求行為等の行為者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（不当要

求行為等の内容） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課 

個人情報取扱事務の名称 行政委員選任事務 

個人情報取扱事務の目的 行政委員の選任 

根拠法令等 
地方自治法、地方公務員法、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律、警察法及び土地収用法等 

個人情報の対象者の範囲 候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 ☑信条 □社会的身分 ☑病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



26 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日  令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 人事課 

保 有 人事課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県公務災害補償関係事務 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県公務災害補償等認定委員会委員及び審査会委員の選任

及び就任後の連絡調整 

根拠法令等 
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例 

個人情報の対象者の範囲 
認定委員会委員（会長1名、委員4名） 

審査会委員（会長1名、委員2名） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号、第２号、第３号

及び第４号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

☑民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



27 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 職員厚生課 

保 有 職員厚生課 

個人情報取扱事務の名称 退職者の再就職状況届出事務 

個人情報取扱事務の目的 県退職者の再就職情報の把握及び公表のため 

根拠法令等 

退職者の再就職状況の公表に関する取扱要領 

職員の退職管理に関する条例 

職員の退職管理に関する規則 

個人情報の対象者の範囲 課長以上の職位で愛媛県を退職した者（教員及び警察を除く） 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔画

像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑その他

（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □犯

罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等によ

り行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた指導又

は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少年の保護

事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



28 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
私立学校認可、届出等事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校の認可に際し、校長の資格・教職員の資格、人数等

の確認や私立学校の変更状況を把握するため。 

根拠法令等 

学校教育法第４条、学校教育法第１０条 

私立学校施行令第１条第１項 

私立学校施行規則第１３条第１項 

個人情報の対象者の範囲 
学校法人の理事長・理事・監事、評議員 

私立学校の校長、教職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（印影）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



29 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
私立学校等の実態調査事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校及び学校法人の実態把握及び各種統計の基礎資料と

するため。 

根拠法令等 私立学校法第６条 

個人情報の対象者の範囲 
学校法人の理事長・理事・監事、評議員 

私立学校の校長、教職員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



30 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
在外教育施設派遣教師候補適任者推薦事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校教員の推薦に当たり、派遣候補者としての適格性を

審査する。 

根拠法令等 在外教育施設派遣教員選考実施要項 

個人情報の対象者の範囲 候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 ☑顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



31 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 廃止私立学校の学事関係証明事務 

個人情報取扱事務の目的 

廃止された私立学校に在学又は卒業した者の学習及び健康の

状況を記録した書類を保存し、必要に応じ卒業・成績証明書

を交付する。 

根拠法令等 学校教育法施行令第３１条 

個人情報の対象者の範囲 在学又は卒業した者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  ☑意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



32 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 私立学校等関係者表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校に関する功績が極めて顕著な者や私立高等学校卒業

生（知事賞）を表彰し、私学教育の振興を図る。 

根拠法令等 愛媛県政発足記念日知事表彰受賞候補者選考要領等 

個人情報の対象者の範囲 表彰基準該当者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



33 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 私立学校審議会委員の任命事務 

個人情報取扱事務の目的 
私立学校審議会委員の任命に当たり、委員としての適格性を

審査するため 

根拠法令等 私立学校法第10条 

個人情報の対象者の範囲 候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（  ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



34 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
私立高等学校等就学支援金補助金及び私立高等学校等奨学給

付金等交付事務 

個人情報取扱事務の目的 
補助金を交付するに当たり、生徒が要件を満たしているか審

査する。 

根拠法令等 

高等学校等就学支援金の支給に関する法律、愛媛県高等学校等

就学支援金補助金交付要綱、私立高等学校等学び直しへの支援

金交付要綱、私立高等学校等専攻科修学支援金交付要綱、愛媛

県私立高等学校等高等学校等奨学のための給付金交付要綱、愛

媛県私立学校家計急変世帯授業料減免支援事業補助金交付要綱 

個人情報の対象者の範囲 候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（金融機関口座）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 私立高等学校等就学支援金補助金及び私

立高等学校等奨学給付金等交付事務管理簿 ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



35 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
宗教法人規則認証事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
宗教法人設立の要件を具備しているかを確認するため 

 

根拠法令等 
宗教法人法第１４条第１項 

 

個人情報の対象者の範囲 
宗教団体の責任役員就任予定者及び信者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（宗教） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



36 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 行政書士試験事務 

個人情報取扱事務の目的 行政書士試験事務遂行のため 

根拠法令等 
行政書士法第３条及び第４条 

行政書士法施行規則第２条及び第２条の１１ 

個人情報の対象者の範囲 
受験者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（試験結

果） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

  



37 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 行政書士会会員に関する定例報告事務 

個人情報取扱事務の目的 行政書士監督のため 

根拠法令等 行政書士法第 17条 

個人情報の対象者の範囲 行政書士会会員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（事務所の所在地）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（行政書士会） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

  



38 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 行政書士及び行政書士法人の監督事務 

個人情報取扱事務の目的 行政書士及び行政書士法人の監督（立入検査、懲戒処分等） 

根拠法令等 行政書士法第６章（第１３条の２２～第１４条の５） 

個人情報の対象者の範囲 行政書士会会員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第４号該当） 

□無 

提供先 

□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  ☑その他（日本行政書士会連合

会） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 



39 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 行政書士功労者知事表彰事務 

個人情報取扱事務の目的 行政書士で功績が極めて顕著な者を表彰するため 

根拠法令等 愛媛県行政書士功労者知事表彰要領等 

個人情報の対象者の範囲 基準該当候補者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（  ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

  



40 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 ☑全庁共通  □地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 全庁 

個人情報取扱事務の名称 
公益法人等認定認可事務及び指導監督事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
公益法人及び移行法人の認定認可事務及び指導監督事務の審

査資料とするため 

根拠法令等 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律、一般社

団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律 

個人情報の対象者の範囲 
公益法人及び移行法人関係者（社員、理事、監事等） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（暴力団

員の経歴） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

  



41 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 私学文書課 

保 有 私学文書課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県公益認定等審議会委員の任命事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
愛媛県公益認定等審議会委員の任命に当たり、委員としての

適格性を審査するため。 

根拠法令等 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 50条

第２項 

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第五十

条第一項に規定する合議制の機関の組織及び運営の基準を定

める政令第３条 

愛媛県公益認定等審議会条例第３条 

個人情報の対象者の範囲 
候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財政課 

保 有 財政課 

個人情報取扱事務の名称 
宝くじ売りさばき業務等再委託承認事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
宝くじ売りさばき業務等再委託承認 

 

根拠法令等 
当せん金付証票法第6条 

 

個人情報の対象者の範囲 
宝くじ売場の責任者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（売り場

の形態（所有・賃借）等） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

既存売場については、住所、電話番号、責任者のみ（法律改

正により平成11年より都道府県等による再委託承認が必要と

なった。） 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 財政課 

保 有 財政課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県行政評価システム外部評価委員会設置・運営事務 

個人情報取扱事務の目的 
本県の行政評価システムへの県民視点の導入及び委員会の見

直し。 

根拠法令等 愛媛県行政評価システム外部評価委員会設置要綱 

個人情報の対象者の範囲 各委員会委員 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス ☑そ

の他（学業・学歴、公職就任状況）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 ☑意見・要望 □相談 □その他（ ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課・各地方局地域政策課 

個人情報取扱事務の名称 
地方公共団体税務職員（市町村職員）表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
地方公共団体税務職員（市町村職員）表彰候補者の推薦 

 

根拠法令等 
地方公共団体税務職員表彰規程及びこれに基づく総務省から

の依頼 

個人情報の対象者の範囲 
被候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課 

個人情報取扱事務の名称 
愛媛県固定資産評価審議会委員選任事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県固定資産評価審議会委員の選任とともに県が行う、

「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施す

るため 

根拠法令等 
地方税法第401条の2 

 

個人情報の対象者の範囲 
被候補者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課・各地方局地域政策課 

個人情報取扱事務の名称 
市町等への助言、県民等からの相談等事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
市町等への助言、県民等からの相談等に対する対応 

 

根拠法令等 
地方自治法第２４５条の４（市町等への助言） 

県民等からの相談等 

個人情報の対象者の範囲 
助言・相談の関係者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

☑人種 ☑信条 ☑社会的身分 ☑病歴 ☑犯罪の経歴 ☑

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 ☑医師等

により行われた健康診断等の結果 ☑医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 ☑刑事事件に関する手続 ☑少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況  ☑意見・要望  ☑相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課・各地方局地域政策課 

個人情報取扱事務の名称 
固定資産評価事務（土地） 

 

個人情報取扱事務の目的 
固定資産の適正な評価 

 

根拠法令等 
固定資産評価基準 

 

個人情報の対象者の範囲 
基準地及び標準地の所有者等 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 □氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（基準地

及び標準地の近隣の売買の内容（住所、価格、売買理由

等）） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課・各地方局地域政策課 

個人情報取扱事務の名称 
固定資産評価事務（家屋） 

 

個人情報取扱事務の目的 
固定資産の適正な評価 

 

根拠法令等 
固定資産評価基準 

 

個人情報の対象者の範囲 
大規模な家屋を新築した者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 □その他（  ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



49 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課 

個人情報取扱事務の名称 
住民基本台帳ネットワークシステム事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
市町村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理や国

の行政機関等に対する本人確認情報の提供を行うため 

根拠法令等 
住民基本台帳法第４章の２ 

 

個人情報の対象者の範囲 
一般県民 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（変更情報）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 運用管理業務 ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 住民基本台帳ネットワークシステム本人

確認情報ファイル ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



50 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課 

個人情報取扱事務の名称 愛媛県本人確認情報保護審議会委員選任事務  

個人情報取扱事務の目的 

愛媛県本人確認情報保護審議会委員の選任とともに、県が行

う「審議会等の見直し方針」等に基づく見直しを円滑に実施

するため 

根拠法令等 住民基本台帳法施行条例  

個人情報の対象者の範囲 候補者  

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第１号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 ☑他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 



51 

 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課 

個人情報取扱事務の名称 
公平委員会委員に係る永年勤続総務大臣表彰事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
公平委員会委員に係る永年勤続総務大臣表彰候補者の推薦 

 

根拠法令等 
公平委員会委員に係る永年勤続総務大臣表彰実施要領 

 

個人情報の対象者の範囲 
基準該当者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 市町振興課 

保 有 市町振興課 

個人情報取扱事務の名称 地縁による団体功労者総務大臣表彰事務  

個人情報取扱事務の目的 地縁による団体功労者総務大臣表彰候補者の推薦  

根拠法令等 
地縁による団体功労者総務大臣表彰規程 

地縁による団体功労者総務大臣表彰実施要領 

個人情報の対象者の範囲 基準該当者  

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 ☑犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 県税過誤納金処理事務 

個人情報取扱事務の目的 県税過誤納金処理事務 

根拠法令等 地方税法第１７条 

個人情報の対象者の範囲 過誤納金が発生した者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 県税過債権譲渡処理事務 

個人情報取扱事務の目的 県税過債権譲渡処理事務 

根拠法令等 地方税法第１７条、民法第４６７条 

個人情報の対象者の範囲 納税者、債権譲受人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 県税収納管理事務 

個人情報取扱事務の目的 県税収納管理事務 

根拠法令等 
地方税法第２条、愛媛県会計規則第２５条、愛媛県税務取扱

手続第２１条、愛媛県県税口座振替収納事務取扱要綱 

個人情報の対象者の範囲 納税者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 収納管理ファイル       ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 
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様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 納税証明書発行事務 

個人情報取扱事務の目的 納税証明書発行事務 

根拠法令等 地方税法第２０条の１０ 

個人情報の対象者の範囲 納税義務者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名               ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



57 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課（課税課） 

個人情報取扱事務の名称 個人事業税賦課事務 

個人情報取扱事務の目的 個人事業税の賦課のため 

根拠法令等 
地方税法第７２条～第７２条の７６ 

愛媛県県税賦課徴収条例１８条～第１８条の５の２ 

個人情報の対象者の範囲 納税義務者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 納税通知書作成封緘委託    ）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 個人事業税賦課情報ファイル ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



58 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 税務課 

個人情報取扱事務の名称 県税に係る審査請求の審理及び裁決事務 

個人情報取扱事務の目的 県税に係る審査請求の審理及び裁決事務 

根拠法令等 
行政不服審査法第２条及び第３条 

地方税法第１９条 

個人情報の対象者の範囲 審査請求人 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 
□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（苦情） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 



59 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 税務課、各地方局税務課（課税課） 

個人情報取扱事務の名称 
鉱区税賦課事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
鉱区税賦課事務 

 

根拠法令等 
地方税法第１７８条から第２０２条 

愛媛県県税賦課徴収条例第４８条から第５１条 

個人情報の対象者の範囲 
納税義務者（鉱業権者） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 

本庁では鉱区税台帳原本のみの保有。 

各地方局において、台帳写し、その他賦課徴収に係る書類を保

有。 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



60 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課（課税課） 

個人情報取扱事務の名称 
狩猟税賦課事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
狩猟税賦課事務 

 

根拠法令等 
地方税法第７００条の５１から第７００条の６９ 

愛媛県県税賦課徴収条例第６１条から第６４条 

個人情報の対象者の範囲 
納税義務者（狩猟者の登録を受ける者） 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



61 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 税務課、各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
中学生の「税についての作文」に対する知事賞の交付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
中学生の納税意識の高揚と税に対する理解の促進に寄与する

ため 

根拠法令等 
同上 

 

個人情報の対象者の範囲 
応募者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 □住所・居所 □電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（学校、学年）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



62 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
督促状発付事務 

 

個人情報取扱事務の目的 

納税者が納期限までに県の徴収金を完納しない場合において

は、納期限後２０日以内に督促状を発付しなければならな

い。 

根拠法令等 
地方税法第６６条 外 

 

個人情報の対象者の範囲 
納税していない納税義務者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 
☑有（委託内容 自動車税及び個人事業税定時課税分の督促

状の作成業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 督促状発付事務    ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 



63 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
不納欠損処分事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
納税義務者が消滅した者の県税について不納欠損処理を行う

ため 

根拠法令等 
地方税法第１５条の７ 

県税事務の処理要領第３ 

個人情報の対象者の範囲 
納税義務が消滅した者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



64 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
滞納整理事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
納期限までに納付・納入されない県税について整理を行うた

め 

根拠法令等 
地方税法第６８条 外 

国税徴収法 

個人情報の対象者の範囲 
納期限までに納付・納入されない県税の特別徴収義務者及び

納税義務者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス ☑そ

の他（納税状況）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 ☑資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（公的扶

助） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 滞納整理事務ファイル  ）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



65 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
公売事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県税滞納者の差押え財産を公売により換価し、滞納整理を進

めるため 

根拠法令等 
国税徴収法第８９条及び第９４条 

 

個人情報の対象者の範囲 
県税滞納者 

入札をしようとする者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 インターネット公売システム ）□無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考 平成18年度からインターネット公売システム利用開始 

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



66 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務（管理）課 

個人情報取扱事務の名称 
納税貯蓄組合育成指導事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
県税の納税奨励を図るため 

 

根拠法令等 
県税事務の処理要領第７ 

納税貯蓄組合法 

個人情報の対象者の範囲 
納税貯蓄組合員 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 □電話番号 □メールアドレス □そ

の他（   ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



67 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課（課税課） 

個人情報取扱事務の名称 不動産取得税賦課事務 

個人情報取扱事務の目的 不動産取得税賦課のため 

根拠法令等 
地方税法第７３条～第７３条の３９ 

愛媛県県税賦課徴収条例第１９条～第１９条の７ 

個人情報の対象者の範囲 納税義務者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 不動産取得税賦課情報ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



68 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課（課税課） 

個人情報取扱事務の名称 
軽油引取税賦課事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
軽油引取税賦課のため 

 

根拠法令等 

地方税法第 144条～第 144条の 60 

愛媛県県税賦課徴収条例第 39条～第 41条の 10、同条例第 72

条及び同条例第 77～78条 

個人情報の対象者の範囲 
特別徴収義務者及び納税義務者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 



69 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課（課税課）及び支局税務室 

個人情報取扱事務の名称 
軽油引取税免税事務 

 

個人情報取扱事務の目的 
軽油引取税免税証等の交付 

 

根拠法令等 
地方税法第 144条の６、144条の２１、附則第 12条の２の７ 

愛媛県県税賦課徴収条例第 41の８、９及び同条例第 78条 

個人情報の対象者の範囲 
免税軽油使用者 

 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

□個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況 □意見・要望 □相談 ☑その他（納税状

況） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号及び第３号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 



70 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局 

個人情報取扱事務の名称 自動車税種別割賦課事務 

個人情報取扱事務の目的 自動車税種別割を賦課するため 

根拠法令等 地方税法第１７７条の１１第１項 

個人情報の対象者の範囲 県内に主たる定置場のある自動車を保有する者 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 □生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 □社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第３号該当） 

□無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 ☑他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 納税通知書の作成・封入封緘業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
☑有（ファイル名 自動車税種別割賦課情報ファイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 

 



71 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  ☑地方機関共通  □固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 税務課 

保 有 各地方局税務課(課税課) 

個人情報取扱事務の名称 自動車税種別割身体障がい者減免事務 

個人情報取扱事務の目的 身体障がい者に対して自動車税種別割を減免するため 

根拠法令等 愛媛県県税賦課徴収条例第４６条の２第１項第１号 

個人情報の対象者の範囲 身体障がい者等 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 □性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 □メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 ☑社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 ☑心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

☑心身の状況 ☑家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

☑有（個人情報保護法第69条第２項第２号該当） 

□無 

提供先 
☑実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 ☑有（委託内容 納税通知書の作成・封入封緘業務）□無 

保有個人情報の保有形態 

☑電子計算機処理ファイル 

☑マニュアル（手作業）処理ファイル 

□その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 

☑有（ファイル名 自動車税種別割身体障がい者減免情報フ

ァイル）□無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 

 

 

 

 

 

 



72 

 

様式第１号（第２条関係） 個人情報取扱事務登録簿 

事務の区分 □全庁共通  □地方機関共通  ☑固有 

登録（変更）年月日 令和５年４月１日（   年 月 日変更） 

個人情報取扱事務を所管す

る組織の名称 

登 録 研修所 

保 有 研修所 

個人情報取扱事務の名称 研修講師の選考事務 

個人情報取扱事務の目的 研修における講師の選考 

根拠法令等 同上 

個人情報の対象者の範囲 有識者全般 

個
人
情
報
の
記
録
項
目 

基本的情報 

☑個人識別符号 ☑氏名 ☑性別 ☑生年月日・年齢 □顔

画像 ☑住所・居所 ☑電話番号 ☑メールアドレス □そ

の他（     ）  

要配慮個人情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 □

犯罪により害を被った事実 □心身の機能の障害 □医師等

により行われた健康診断等の結果 □医師等により行われた

指導又は診療若しくは調剤 □刑事事件に関する手続 □少

年の保護事件に関する手続 

その他の情報 

□心身の状況 □家庭生活の状況 ☑社会生活の状況 □資

産・収入の状況  □意見・要望  □相談  □その他

（     ） 

保有個人情報の目的外の利

用及び提供の状況 

□有（個人情報保護法第69条第２項第 号該当） 

☑無 

提供先 
□実施機関内部 □他の実施機関 □他の官公庁 

□民間・私人  □その他（     ） 

外部委託の有無 □有（委託内容                 ）☑無 

保有個人情報の保有形態 

□電子計算機処理ファイル 

□マニュアル（手作業）処理ファイル 

☑その他のファイル 

個人情報ファイル簿の作成

の有無 
□有（ファイル名                ）☑無 

備考  

 注 □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けること。 

 


